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（平成29年7⽉27⽇，8⽉21⽇，8⽉31⽇　意思決定）

採択 不採択

1 7-1 市役所庁舎空調設備改修工事 一般 30〜31 ◎ 8/21採択

2 3-1 部活動指導員派遣事業 一般 30〜 ◎ 8/21採択

3 3-1 若⼿教員サポート事業 一般 30〜 ◎ 8/21採択

4 4-1 都市計画マスタープラン改定業務 一般 30〜31 ◎ 8/21採択

5 4-1 ⽴地適正化計画策定業務 一般 30〜31 ◎ 8/21採択

平成30年度新規事業採択⼀覧表 

事業期間会計
意思決定

事務事業名

◎：当初予算に事業費を計上する【採択】
○：事業の縮小等条件付採択【部分採択】
○：「事務事業」として【採択】だが，指示条件が整った段階で対応
×：新たな「事務事業」の必要なし，または，先送り【不採択】

備考

都市計画課

担当課名

指導室

都市計画課

№

⾦額を精査すること

学校教育課 現場の状況を確認して，報酬の支払単位（時間or回）を調
整すること

施策 採択条件（ある場合）／不採択理由

財政課 起債の充当を検討すること

「採択」とされた新規事業でも，予算編成の段階で
事業費の精査を⾏うものとする。

5 4-1 ⽴地適正化計画策定業務 一般 30〜31 ◎ 8/21採択

6 4-2 緑の基本計画策定業務 一般 30〜31 × 8/21不採択

7 1-3 被災者生活再建支援事業 一般 30〜 ◎ 8/31採択

8 5-2 就労支援事業 一般 30〜 ◎ 8/31採択

9 5-2 創業支援事業 一般 30〜33 ◎ 8/31採択

10 2-4 産婦健康診査事業 一般 30〜 ◎ 8/31採択

11 2-4 保健センター建物改修事業 一般 30〜 × 8/31不採択

12 2-1 新規認可保育所整備費補助 一般 30 ◎ 7/27採択

13 2-1 保育人材就職支援事業 一般 30〜 ◎ 7/27採択

全13事業

産後ケア事業と一体的に実施すること

法律や県の制度を確認し，市要綱をしっかりと設計すること

都市計画課

都市計画課 直営で策定できるかを検討すること。難しい場合，次年度に
H31・H32新規事業として再提案する。

経済課 事業としては採択だが，単独事業として管理するのではなく，
事業規模が⼤きくなるまでは「労働庶務事務」の中で管理する
こと

児童福祉課

事業としては採択だが，単独事業として管理するのではなく，
事業規模が⼤きくなるまでは「労働庶務事務」の中で管理する
こと

経済課

社会福祉課

保健センター

保健センター 庁舎敷地内（隣接地含む）への保健センター移設を検討し，
その結果を受けて事業の実施を判断する。

児童福祉課

全13事業


